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１ 事業の目的 

 

市内産業・経済の活性化と産業基盤の強化を図るため、市内で創業及び事業承継を行

う中小企業者（個人で事業を営む者（以下「個人事業主」という。）を含む。）に対して、

創業及び事業承継に要する経費の一部を補助します。 

 

２ 補助対象者 

 

◎事前協議時において創業又は事業承継を行っていない者 

◎個人事業主にあっては、市内に住所を有する者が市内で営む者 

◎法人にあっては市内に本店（商業登記法（昭和 38 年法律第 125 号）第 17 条第２項

第１号に規定する本店をいう。）を置く中小企業者 

※中小企業者の範囲は中小企業基本法の定義によります。（個人事業主も含みます。） 

具体的には下表のとおりです。 

業種分類 

中小企業者（会社及び個人） 

※資本金、従業員数の一方が下記の場合 

資本金の額又は 

出資の総額 

常時使用する 

従業員の数 

① 製造業、建設業、運輸業、 

その他の業種（②～④を除く） 
３億円以下 300 人以下 

② 卸売業 １億円以下 100 人以下 

③ サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 

④ 小売業 5,000 万円以下 50 人以下 

※法に定義する中小企業となる会社形態 

株式会社、有限会社、合名会社、合資会社、合同会社、士業法人 等 

◎市税等の滞納（猶予を除く。）がない者 

◎四国中央市暴力団排除条例（平成 23 年四国中央市条例第 30 号）第２条第３号に規

定する暴力団員等又はこれらと密接な関係を有する者でないもの 

◎創業等に際して法律等に基づく資格が必要な場合は、当該資格を有していること。 

◎創業に際しては、創業計画を策定し、支援機関の確認を受け、市が発行する特定創業

支援事業に係る証明書（産業競争力強化法（平成 25 年法律第 98 号）第 128 号第 2

項に規定する認定創業支援等事業計画に基づくものをいう。）の交付を受けている者 

 ※支援機関：四国中央商工会議所、土居町商工会、その他の認定連携創業支援等事業

者（伊予銀行、愛媛銀行、愛媛グローカル・フロンティア・プログラム、川之江信用金

庫、東予信用金庫） 

◎事業承継をする中小企業者にあっては、事業承継計画を策定し、支援機関等の確認を

受けている者 

 ※支援機関等：前述創業に際する支援機関、愛媛県事業承継・事業引継ぎ支援センタ

ー、税理士、弁護士、公認会計士、中小企業診断士の資格を有する者 
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【補助対象外】 

◎別表に掲げる業種に該当する場合 

◎フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を創業又は事業承継する場合 

 

３ 補助対象経費 

 

◎創業及び事業承継のために必要な経費（ローンにより支払う経費を除く。） 

 ※事業着手の日から完了の日までに掛かった経費（事業完了日（創業及び事業承継の 

日）から遡って 180 日以内に要した経費で事業期間内に支払ったもの） 

   ※原則、事前協議において確認した補助対象経費（予定）とします。 

    

・創業及び事業承継に必要な官公庁への申請書類作成等に係る経費 

・事業拠点費 

(1) 事業所の家賃 

※事業開始月を含む連続する 2 カ月分まで（支払い済であること） 

 （敷金、礼金、借入先の所有者が 3 親等以内の親族であるものは対象外） 

(2) 不動産購入費 

   ・設備費 

  例）事業所の改装費、事業に必要な機械装置の設置費用 等 

・広報宣伝費 

  例）チラシ・パンフレット等の印刷製本費 等 

・前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める経費 

 

【補助対象外経費】 

・凡用性が高く、使用目的が本補助事業の遂行に必要なものと特定できないものは対 

象外とする。（ソフトウェアの購入費、ライセンス費用、車両（キッチンカー等の明 

確に業務用と判断できるものは除く）の購入費） 

・補助対象経費にかかる消費税及び地方消費税 

 

【注意事項】 

・申請者が当該年度において申請できるのは１回までです。申請者と同一の代表者で

ある別法人としての申請についても補助の対象とはなりません。 

・国、他の地方公共団体、公益団体等から同種の補助金等の交付を受ける場合は、当

該補助等の額を補助対象経費から控除すること。 
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４ 補助率等 

 

補助対象経費の２分の１ 

補助限度額 ５０万円 

      ※補助金額の算出において１，０００円未満の端数が生じる場合は、これ 

       を切捨てた額が補助金の額となります。 

 

 

５ 申請手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※太枠の箇所が事業者が行う手続きとなります。 

 

 

 

 

 

 

１ 事前協議 

 

 

 

 

 

 

３ 

交付申請 

(事業者) 

 

４ 

審査・交付決定 

(市) 

 

６ 

補助金支払 

(市) 

 

５ 

補助金請求 

(事業者) 

 

１ 

事前協議 

(事業者) 

 

２ 

事業開始等の届出 

(事業者) 

※事業開始：R5.4.1 以降 

※事前協議は、「事業開始等の届出」の１８０日前から届出をする前までに行うこと 

※補助対象経費は、補助事業着手以降、創業及び事業承継の「事業開始等の届出」の前日

までが対象です 

【補助事業着手の日】事業計画作成の日 又は 創業・事業承継の準備を始めた日 

※事業開始日の１８０日前以降の日であること 

※事前協議は、補助の交付決定を確約するものではありません。 

（事前協議の前に行うこと） 

創業又は事業承継の準備開始 → 事業計画書を作成・特定創業支

援等事業による支援を受講（市に証明申請） 

（補助事業後に行うこと） 

創業又は事業承継の開始の翌年から３年間にお

いて、事業状況報告書を市に提出 



 

 5 / 7 
 

 

 【創  業】 

 提出書類：事前確認表 

創業計画書の写し ※支援機関の確認印があること 

確認事項：特定創業支援事業等事業に係る証明書の取得状況 

（有効期間内であること） 

補助事業着手の日 

事業開始予定日 

必要経費の内訳 等 

 

 【事業承継】 

 提出書類：事前確認表 

事業承継計画書の写し ※支援機関の確認印があること 

確認事項：補助事業着手の日 

事業承継予定日 

必要経費の内訳 等 

 

２ 事業開始の届出 

【創  業】 法  人：法人登記 

個人事業：開業等の届出 

 【事業承継】 法  人：代表者の変更届 

個人事業：廃業等の届出 ＋ 開業等の届出 

 

３ 交付申請 

【申請期限】 令和５年５月１５日から令和６年３月１５日まで 

※申請には事前協議が必要です。 

※申請額が予算額に達した時点で受付を締め切ります。 

※申請は１事業者１回に限ります。 

【提出書類】 以下の書類を揃えて提出してください。 

① 補助金等交付申請書 様式第１号 

② 誓約書 

③【創  業】 

  (1)創業計画書 

※支援機関の確認を受けていること 

※市が発行する特定創業支援事業に係る証明を受けていること 

 

【事業承継】 

  (1)事業承継計画書 

※支援機関の確認を受けていること 
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  (2)直近の確定申告書の写し 

※税務署で受付けたことが確認できるもの 

④収支決算書（資金調達方法・経費明細表） 

⑤事業に係る経費の支払を証する書類 

⑥市税の未納がない証明書 

 ※市役所市民窓口センター及び各窓口センターにて取得してくださ 

い。１通当たり 300 円必要です。なお、法人の場合、代表者以外 

の従業員等が窓口に来る時は委任状が必要ですが、法人印または 

代表者印を持参の場合、委任状は不要です。 

⑦個人事業者の住民票、または、マイナンバー（表）の写し 

⑧申請者が法人の場合 

・履歴事項全部証明書（商業・法人登記） 

※法務局で交付請求をしてください。（有料） 

申請者が個人事業主の場合 

・開業廃業等届出書の写し 

          ⑨創業等に際して資格が必要な場合は、資格を証する書類の写し 

           （例：飲食店営業許可、理容・美容所開設届 等） 

          ⑩チェックリスト 

          提出前にチェックリストで提出漏れがないか確認をしてください。 

当該申請に係る担当者の氏名及び連絡先（日中に連絡がつく電話 

番号）の記載をお願いします。 

 

４ 審査・交付決定 

申請書類の審査等により、補助金を交付すべきと認めた場合は、市から事業者に

補助金等交付決定通知書を郵送し、補助金の交付決定を行います。なお、提出いた

だいた申請書類に不足等がある場合は、書類の修正や追加提出をお願いする場合が

あります。 

 

５ 補助金請求 

補助金交付決定通知書の送達後、速やかに補助金交付請求書 様式第４号 を提出

してください。 

 

６ 補助金支払 

事業者から提出のあった補助金交付請求書により支払手続きを行います。およそ

２～３週間後に指定口座へ補助金を振込みます。 
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  ７ 事業実施状況の報告 

     補助を受けた翌年以降３年間、毎年５月に事業実施状況を報告してください。 

     【提出書類】事業実施状況報告書 

    添付書類 ①決算書の写し（法人） 

②確定申告書の写し 

※税務署で受付けたことが確認できるもの 

 

６ その他 

 

【申請・請求に当たっての注意事項】 

・各種提出書類には、申請者の押印は不要です。 

・消せるボールペン、修正液等の使用は再提出をお願いすることになりますので、使

用しないでください。 

 

【提出方法】 

 ・郵便又は産業支援課窓口までご持参ください。 

 

 

【提出先・お問合せ先】 

〒799-0497 四国中央市三島宮川４丁目６番 55 号 

四国中央市 経済部 産業支援課 商工労政係 

    TEL：0896-28-6186  FAX：0896-28-6242 

    E-mail：sangyoushien@city.shikokuchuo.ehime.jp 

 

mailto:sangyoushien@city.shikokuchuo.ehime.jp

